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はじめに 

 平成１４年４月に５つの町が合併し、さぬき市が発足してから１６年が経過しま

す。この間、本市では、将来にわたり安定的な財政運営を継続していくため、第１

次さぬき市財政健全化策（平成２０年度～２３年度）、第２次さぬき市財政健全化

策（平成２５年度～２９年度）を策定し、各計画期間における財源不足を解消して

いくための種々の具体的取組を明確にし、各部局において努力を重ねてきました。 

 その結果、本市の財政指標は年々改善傾向にあるほか、市債残高が減少し、基金

が増加するなど、一定の成果が現れています。 

しかし、依然として実質公債費比率は県下で最も高く、経常収支比率も高水準に

あるなど、財政健全化は道半ばであると言わざるを得ません。 

 また、平成２９年度一般会計当初予算の編成においては、財政調整基金から１１．

４億円を繰り入れたことに加え、臨時財政対策債を７億円借り入れることで収支の

均衡を図らざるを得なかったことからも、本市における財源の不足は顕著な状況と

なっています。 

さらには、平成２９年度末をもって、普通交付税の合併算定替等の特例が終了す

ることに加え、生産年齢人口の減少による市税収入の減少や、防災・減災対策等に

伴って生じる公債費負担、少子高齢化の進行に伴う社会保障関係経費、老朽化が進

む公共施設の維持補修費などの増加が予想されるため、平成３０年度以降、本市の

財政環境が更に厳しさを増すことが確実な状況にあります。 

 こうした中にあっても、将来世代に過度な負担を先送りすることなく、安定的な

財政運営を進めていくため、第３次さぬき市財政健全化策（以下「本計画」）を策

定し、これまで以上に効率的で持続可能な財政基盤の構築を目指していきます。 
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１ 本計画策定の趣旨 

 (1) これまでの取組 

   さぬき市が発足して以降、市では、さぬき市総合計画におけるまちづくりの

基本理念である「自立する都市」（第１次総合計画）、「守る つなぐ 進化する」

（第２次総合計画）の実現に向け、財政健全化策のほかにも様々な行財政改革

に取り組んできました。 

①行政改革 

   平成１５年度に「さぬき市行政改革大綱」を策定し、これに基づく具体的

な取組内容を示すものとして、これまでに第１次（平成１５年度～１９年度）、

第２次（平成２０年度～２３年度）及び第３次（平成２４年度～２６年度）

の行政改革実施計画を策定し、現在は第４次の実施計画（平成２７年度～３

０年度）に基づき、行財政の効率化と行政サービスの向上などに向けた取組

を進めています。 

 ②定員適正化 

    地方分権改革の進展により地方公共団体の役割が増大する中、安定した行

政サービスの提供に配慮しつつ、職員数の適正管理を図るため、これまでに

第１次（平成１９年度～２１年度）、第２次（平成２２年度～２６年度）及

び第３次（平成２７年度～３１年度）の定員適正化計画を策定し、自主的か

つ継続的な人件費の抑制に努めています。 

 ③事務事業評価 

    平成１６年度以降、行政活動の無駄をなくし、行政の説明責任を果たすこ

となどを主な目的とする行政評価に取り組んでおり、平成２４年度からは事

務事業外部評価制度を導入し、職員自らが成果（指標）、効率性等をより意

識して事務事業に取り組むとともに、市民目線等からの評価を受け、業務改

善などに努め、事務事業全般にわたる最適化を目指しています。 

 (2) 本市の財政状況 

  「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」の施行により、健全化判断比

率等の公表が始まった平成１９年度決算以降、本市の実質公債費比率は、平成

２０年度の２３．４％をピークに逓減し、平成２８年度では１２．９％となっ

たほか、将来負担比率についても、平成１９年度の１７８．７％をピークに平

成２６年度以降はマイナス（資金不足なし）となっています。 

また、第２次さぬき市財政健全化策の計画期間である平成２５年度から平成

２８年度末までの間に、市債残高は１７．９億円減少し、財政調整基金及び振

興基金、地域雇用創出基金、教育文化振興基金などの特定目的基金を４６．３

億円積み増すなど、財政状況の改善が一定程度図られました。 

  これは、財政健全化に向けた種々の取組に加え、平成２６年度から始まった

合併市町に対する地方交付税算定方法の一部見直しによる普通交付税の減少
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幅の縮小や、景気回復による法人税収入及び財産運用収入の増加、平成２６年

４月からの消費税増税に伴う地方消費税交付金の増加などによるものです。 

  しかし一方で、経常収支比率は平成２３年度以降年々上昇し、平成２８年度

決算では前年度に対して３．６％上昇して９２．７％となり、財政の硬直化が

進んでいるほか、実質公債費比率は依然として県下で最も高い水準にあるなど、

予断を許さない状況にあります。 

(3) 今後の財政見通し 

  本市では、今年度１０年先までの一般会計の収入及び支出の見込みを立て、

「財政収支見込み〔平成３０年度（２０１８年度）～３９年度（２０２７年度）〕」

として取りまとめるため、関係部局に対し財政収支見込調査を実施しました。 

その結果、歳入面では、普通交付税の合併算定替による特例が終了し、一本

算定となることや、人口減少による測定単位の変動などから、平成２４年度（２

０１２年度）と比較して、平成３０年度（２０１８年度）には約２７億円、平

成３９年度（２０２７年度）には約３５億円の普通交付税が減少すると予想さ

れることに加え、生産年齢人口の減少による個人市民税の減少、法人税割税率

改正などの税制改正による減収も見込まれ、地方消費税交付金や近年の企業業

績の回復に伴う法人市税などの増収を考慮しても、一般財源の減少は避けられ

ない状況となることが予想されています。 

  一方、歳出面では、市民病院の建替えや光通信ケーブル網の整備が完了し、

学校施設の再編整備は大きく進んだものの、分庁舎、体育施設、統合小学校及

び認定こども園の整備のほか、沿岸部の津波・地震対策や防災行政無線（同報

系・移動系）の整備などの大型事業に着手又は実施を予定していることに加え、

加入する一部事務組合が進めている養護老人ホーム及び消防署の建替え並び

に溶融炉の改修に伴う負担金の拠出が引き続き必要なことから、これらに伴っ

て生じる公債費負担の増加が確実な状況にあります。さらに、少子高齢化の進

行に伴う社会保障関係経費、更新時期を迎える高度経済成長期に整備した公共

施設や道路、橋梁などの公共インフラの統廃合や老朽化対策に要する経費の増

嵩なども予想されています。 

(4) 財政計画策定の必要性 

財政収支見込調査に基づき、平成３０年度（２０１８年度）から３９年度（２

０２７年度）までの１０年間の収支について試算したところ、毎年度１０数億

円から２０数億円の収支不均衡（赤字）が予想され、仮に現状のままの財政運

営を継続し、何らの財政健全化に向けた方策を講じなかった場合には、財政調

整基金及び充当可能な特定目的基金の全てを投入してもなお約４７億円という

巨額の財源不足が見込まれる結果となりました。 

このように、近い将来、本市の財政状況が更に危機的となることは避けられ

ない状況であり、来年度以降の財政健全性を維持しながら、持続可能な行財政

運営を行っていくための指針となる新たな財政計画の策定は、本市にとって必

要不可欠なものです。 
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表１ 人口推移等 

 住民基本台帳人口                                              （単位：人） 

区  分 H19 末 H20 末 H21 末 H22 末 H23 末 H24 末 H25 末 H26 末 H27 末 H28 末 

人 口 54,949 54,412 53,865 53,226 52,637 52,374 51,780 51,276 50,691 49,955 

前 年 度 比 △477 △537 △547 △639 △589 △263 △594 △504 △585 △736 

 高齢化率                                                    （単位：％） 

区  分 H19 末 H20 末 H21 末 H22 末 H23 末 H24 末 H25 末 H26 末 H27 末 H28 末 

年 少 人 口 12.4 12.2 12.1 12.0 11.9 11.6 11.4 11.2 10.9 10.6 

生 産 年 齢 人 口 60.6 60.0 59.6 59.5 58.8 58.1 56.9 56.2 55.5 54.9 

老 齢 人 口 27.0 27.7 28.3 28.5 29.3 30.3 31.7 32.6 33.6 34.5 

※年少人口：0-14 歳  生産年齢人口：15-64 歳  老齢人口：65 歳- 

 

表２ 普通会計決算状況及び財政指標 

歳入                                                     （単位：百万円） 

区  分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

普通会計歳入決算額 21,944 22,979 24,702 27,314 28,805 28,092 28,978 26,512 26,101 25,314 

 

一般財源 15,685 16,202 15,928 16,711 16,926 16,553 16,560 16,599 17,748 17,382 

 
うち市税 5,916 6,020 5,438 5,366 5,397 5,289 5,362 5,806 5,700 5,566 

うち地方交付税 8,617 9,098 9,456 10,328 10,566 10,371 10,276 9,804 9,058 8,758 

特定財源 6,259 6,777 8,774 10,603 11,879 11,539 12,418 9,913 8,353 7,932 

 うち市債 1,662 1,771 2,184 1,774 3,088 3,344 3,727 2,938 2,265 2,368 

歳出                                                     （単位：百万円） 

区  分 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

普通会計歳出決算額 21,477 22,486 24,087 26,847 28,277 27,370 28,266 25,651 25,049 24,572 

 

義務的経費 9,726 9,847 10,124 10,322 10,589 10,515 10,442 10,544 10,067 10,004 

 

うち人件費 3,872 3,669 3,581 3,555 3,579 3,449 3,353 3,381 3,272 3,267 

うち扶助費 2,312 2,351 2,489 3,043 3,195 3,254 3,216 3,416 3,424 3,589 

うち公債費 3,542 3,827 4,054 3,724 3,815 3,812 3,873 3,747 3,371 3,148 

投資的経費 1,356 1,665 2,184 2,718 3,090 3,895 5,216 3,643 1,753 1,889 

 うち災害復旧費 14 0 89 14 204 114 40 77 63 35 

その他経費 10,395 10,974 11,779 13,807 14,598 12,960 12,608 11,464 13,229 12,679 

 

 

 

 

 

 

 



5 

 

表３ 市債及び基金の状況 

市債残高と借入額の推移（普通会計）                                 （単位：百万円） 

区  分 H19 末 H20 末 H21 末 H22 末 H23 末 H24 末 H25 末 H26 末 H27 末 H28 末 

市債残高 30,457 28,916 27,519 26,003 25,677 25,575 25,758 25,232 24,367 23,789 

借 入 額 1,662 1,771 2,184 1,774 3,088 3,344 3,727 2,938 2,265 2,368 

基金現在高（普通会計）※区分欄の基金名は条例設置分（H29.3 現在）のみ掲載      （単位：百万円） 

区  分 H19 末 H20 末 H21 末 H22 末 H23 末 H24 末 H25 末 H26 末 H27 末 H28 末 

財 政 調 整 基 金 3,046 3,525 3,818 3,768 4,021 4,940 5,356 6,561 7,005 7,539 

減 債 基 金 33 33 33 34 34 34 34 34 34 34 

地 域 福 祉 基 金 931 931 931 1,131 1,401 1,401 1,401 1,402 1,402 1,426 

振 興 基 金 1,400 1,700 2,100 2,100 2,108 2,108 2,108 2,107 2,634 3,284 

ま ち づ く り 基 金 32 48 51 52 55 60 94 98 103 89 

地域雇用創出基金 - - 220 198 244 221 190 365 493 347 

健康生きがい施設基金 - - - 130 131 120 96 86 87 87 

学校教育施設整備基金 - - - 0 0 0 0 0 0 1 

教育文化振興基金 - - - 1,000 935 1,005 899 747 1,086 1,525 

防 災 基 金 - - - - 1,000 959 1,864 1,845 1,831 1,785 

ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境対策基金 - - - - - 500 464 434 410 389 

子 ど も 基 金 - - - - - - - 6 28 222 

計 5,889 6,803 7,599 9,399 10,826 12,102 12,604 13,741 15,113 16,728 

財政指数等（普通会計） 

区分（単位：％） H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 

財政力指数 0.473 0.480 0.472 0.441 0.416 0.400 0.403 0.404 0.414 0.422 

経常収支比率 92.7 90.9 90.7 88.4 86.3 87.1 87.1 87.6 89.1 92.7 

実質公債費比率 23.2 23.4 22.6 20.8 19.1 17.3 16.0 14.6 13.5 12.9 

 

語句の説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通会計･･･さぬき市では、一般会計に共通商品券発行事業特別会計と建設残土処分場事業特別会計を加え

たものをいいます。 

財政力指数･･･地方公共団体の財政力を表す指数として用いられるもので、基準財政収入額を基準財政需要額

で除した数値。指数が１に近く、また、１を超えるほど財源に余裕があるとされ、１を超えると国から地方交付税を

交付されないことになります。 

経常収支比率･･･人件費や公債費などの経常的に支出される経費の一般財源が、市税などの経常的に収入さ

れる一般財源に占める割合で、一般的に８０％を超えると財政の弾力性が失われつつあるとされています。  

実質公債費比率･･･公債費（市債の償還額）に、事業会計への繰出金、一部事務組合への負担金及び債務負担

行為などのうち、公債費に準ずるものを加味した指標で、実質的な債務の返済の割合を示しています。この指数

が１８％未満の場合は、県と協議の上で市債の発行ができますが、１８％以上の場合は、県知事の許可が必要と

なり、２５％を超える場合は、単独事業等の起債が制限されます。 
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２ 第２次さぬき市財政健全化策の進捗状況 

  第２次財政健全化策では、普通交付税の合併算定替による特例措置の段階的縮

小等により、平成２５年度から２９年度までの５年間で３３億円の財源不足額を

見込み、総人件費の削減、普通建設事業費の抑制、市債の繰上償還などにより、

収支の改善を図ってきました。 

  その結果、平成２５年度から２８年度までの４年間で、約８億円の効果が生じ

たものの、計画期間中の目標効果額としている約１２億円の達成は困難な状況と

なっています。 

 【経常的経費の見直し】 

  ○定員管理計画の見直し及び総人件費の削減 

   第２次・第３次さぬき市定員適正化計画による職員の適正配置、人員削減等

に努めた結果、職員数を平成２９年４月１日現在で平成２５年４月１日と比較

し、１８人削減しました。 

また、人員削減に併せ、特別職及び一般職の給料定率カットを実施し、人件

費の削減に努めたほか、非常勤特別職については、平成２９年７月に農業委員

の定数を３７人から１８人に削減しました。 

  ○施設管理経費の抑制 

   さぬき市エコオフィス計画に基づき、庁舎における電気使用量等の削減を図

りましたが、平成２５年度の水道料金及び電気使用料金の改定（値上げ）、平

成２６年度の消費税増税の影響から、光熱水費が増加する結果となりました。 

学校等施設の統廃合については、平成２５年度末に志度東保育所、小田・鴨

部幼稚園及び小田・鴨部小学校を廃止したほか、平成２６年度末に富田保育所

分園松尾保育所、富田・松尾幼稚園及び富田・松尾小学校、津田・志度東中学

校を廃止し、管理経費の削減を図りました。このほか、中央・小田・鴨部小学

校の単独調理場を志度学校給食共同調理場へ集約することで、運営経費の削減

を図りました。 

  ○補助金・負担金の見直し 

   平成２５年度に「さぬき市補助金等交付規則」の一部改正を行い、補助金の

適正化を図るとともに、総額の削減を図りました。また、平成２７年度に「さ

ぬき市社会福祉協議会運営費補助金交付要綱」を策定し、社会福祉協議会に対

する補助金の適正な交付と補助金額の抑制に取り組みました。 

  ○事務事業の見直し 

   投票所の見直しについては、平成２５年度に国政及び県政選挙を含む収支見

込みの試算を行った結果、市民の利便性の低下に見合った財政効果が見込めな

いことが判明したため、見直しを見送りました。 

また、電算システムにおける、サーバーの一元化については、現行システム

の改修に多額の費用が必要であることに加え、番号制度対応に多額の費用を要

することから、当分の間見送ることとしました。 
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 【投資的経費の抑制】 

   合併特例債の発行期限を見据え、分庁舎をはじめとする大型公共事業や道路

等インフラ整備を前倒しにより実施した結果、目標に掲げた数値を達成するこ

とはできなかったものの、期間を通じて真に必要な事業を選択し、優先的に実

施することなど、可能な限り事業費を抑制するよう努めました。 

 【債務の効果的、計画的削減】 

  ○公債費の低減と起債総額の削減 

   平成２５・２６年度に一部繰上償還を実施し、利子の軽減を図りました。借

入期間の短縮や据置期間の短縮等、借入条件の見直しにより、期間中の元利償

還額は増加しましたが、長期的な利子負担の抑制に努めました。 

  ○特別会計等の経営健全化による繰出金等の削減 

   平成２５年度に下水道使用料金の改定を実施し、経営改善を図ることで、一

般会計からの繰出金の抑制に努めました。 

 【歳入の確保】 

   市税及び税外収入における滞納繰越分の収納率は向上したものの、市税の現

年分収納率の向上に伴う滞納繰越額の減少、市営住宅入居者の減少に伴う使用

料の減少等により、収入額は減少しました。一方、企業誘致の推進による市有

地貸付収入の増加、閉校備品のオークションの開催等による財産収入等の確保

を図ったほか、基金の運用方法を見直し、債券の運用を積極的に行うことで、

目標を上回る効果を得ることができました。 

 

３ 本計画策定に当たっての基本的な考え方 

(1) 基本理念 

  現下の危機的な財政状況を克服し、これまで以上に効率的で持続可能な財政

基盤を構築することにより、将来世代へ過度の負担を残さないよう、以下の基

本理念に基づいて本計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆職員一人一人が、現在の危機的な財政状況を十分認識した上で、問題意

識と目的意識を常に持ち、各分野の課題を的確に把握して、その解決のた

めに必要不可欠な事務事業の最適化に全庁を挙げて取り組みます。 

◆事務事業の見直しに当たっては、事務事業に内在する無駄や構造的な課

題について洗い出し、新たな発想の下、いずれの部局においても聖域なき

行財政改革に取り組みます。 

◆財源不足を補うためには歳入の確保対策が不可欠であることを全職員が

認識し、あらゆる分野において積極的な検討を行い、自主財源の確保に取

り組みます。 
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(2) 計画期間及び対象会計 

  前回の財政健全化策では、その計画期間を普通交付税の段階的縮小期間に合

わせ、５年間としていました。一方、行政改革実施計画の計画期間は、従来か

ら本市の最上位計画であるさぬき市総合計画基本計画に合わせた期間設定を

行っており、今後の進捗管理や効果検証における整合性を考慮し、本計画につ

いても計画期間の終了の時期を「第２次さぬき市総合計画」の中期基本計画に

合わせて設定することとし、平成３０年度（２０１８年度）から平成３４年度

（２０２２年度）までの５年間とします。 

 

 

 

 

 

(3) 取組項目等の設定 

  これまでの財政健全化策の進捗状況を勘案し、その評価を踏まえつつ現下の

行財政全般における課題の検証に基づき、本計画において取り組むべき事項

（以下「取組項目」といいます。）を次の６項目とし、取組項目ごとに具体的

取組内容、数値目標等を設定します。 

 ①歳入の確保 

  市税及び税外債権の未収金対策の強化、債券運用、未利用財産の活用のほか、

ネーミングライツ、ふるさと納税をはじめとした新たな収入の確保など、あら

ゆる歳入確保対策を実施します。 

 ②人件費の削減 

  第３次さぬき市定員適正化計画に基づく定員及び組織の適正化に加え、平成

３１年度（２０１９年度）の分庁舎開庁に合わせて組織体制の大幅な見直しな

どを行うことで、人件費の削減と効率的な組織運営を図ります。 

 ③施設管理経費等の抑制 

  平成２８年３月に策定した「さぬき市公共施設等総合管理計画」に基づき、

公用施設及び公共施設の適量化と管理運営の最適化を計画的かつ積極的に推

進するほか、新電力の導入や実情に応じたスクールバスの運行を行うことなど

により、施設管理経費等の抑制を図ります。 

 ④投資的経費の抑制 

普通建設事業について、事業内容の精査により、規模の縮小や段階的整備、

着手時期の延伸など必要な見直しを行います。 

特に、一定額の予算枠内で長期的に実施している事業は、その優先性や投資

効果、財源の確保等について再点検を行い、事業費の抑制を図ります。 

 ⑤補助金の見直し 

①計画期間 

平成３０年度（２０１８年度）から平成３４年度（２０２２年度）まで 

②対象会計 

普通会計（一般会計、共通商品券発行事業特別会計、建設残土処分場特別会計） 
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  補助事業の必要性や妥当性について、適宜検証を行い、廃止も含めた見直し

を検討することで、補助金の適正化を図ります。 

 ⑥特別会計等の経営健全化による繰出金等の削減 

  引き続き保険料、使用料等の徴収強化による経営改善に取り組むことなどに

より、一般財源からの繰出金拠出の抑制を図ります。 

(4) 計画期間中の財政収支見込みにおける目標数値 

財政収支見込調査に基づく試算結果では、本計画の計画期間中、現状のまま

の財政運営を継続した場合には、５年間で約１０２億円の収支不足が予想され

ており、特定目的基金を可能な限り投入することに加え、財政調整基金から約

４９億円を充当しなければ収支の均衡を保つことができないこととなっていま

す。また、これにより平成３４年度（２０２２年度）末時点での財政調整基金

残高が約１８億円となり、近い将来、本市の行財政運営が立ち行かなくなるこ

とが明らかな状況にあります。 

そこで、本計画では計画終了時点で４０億円以上の財政調整基金の確保が可

能となるよう、取組項目ごとの数値目標を設定することとします。 

(5) 進捗管理 

  本計画では、５年間の計画期間中に実施する取組効果を見込んだ上で、中長

期的な収支を見通すことが必要であるとの見地から、当該取組の効果がその後

の５年間も継続することを想定し、向こう１０年間の財政収支見込みを示すこ

ととし、各取組項目（Plan）の着実な推進（Do）を図り、具体的取組内容の成

果と今後の課題を検証（Check）するほか、期間中における社会情勢、市民ニ

ーズの変化等を考慮し、少なくとも５年後の平成３４年度（２０２２年度）に

は全ての取組をブラッシュアップするなどの見直しを行うことも想定して、更

なる財政健全化（Action）を進めることとします。 

なお、本計画の変更については、必要に応じて議会への説明等、所要の手続

きを経て適宜行うこととし、その内容は市ＨＰ等にて公表することとします。 



取組項目 具体的取組内容 関係課（室） 説明
継続
新規

目標額
（千円）

1 市税の徴収強化 税務課
納税の公平性と税収の確保を図るため、毎年9～12月の「県下一斉徴収強化月
間」において、県内自治体が協働で行う納税広報や催告、徴収技術研修等の取組
を一層強化し、収納率の向上を目指します。

継続 －

2 税外収入の徴収強化
幼保連携推進室
都市計画課
学校教育課

税外収入について、現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付計画書に
基づく計画的な支払督促を促すほか、差押えなどにより、徴収強化を図ります。

継続 －

3 未利用財産の活用
管財課　　　政策課
商工観光課　関係各課

市有財産のうち、未利用地について、引き続き広報紙・ホームページにて情報提
供を行い、貸付け、売払い等を進めるほか、学校等跡地施設の利活用にも積極的
に取り組み、収入の増加を目指します。

継続 217,700

4 基金等の運用 会計課
中長期的な視点での基金の効率的な債券運用等により、利子収入の確保を図りま
す。

継続 27,000

5 新たな広告料収入の確保 関係各課
ネーミングライツの導入施設を追加することなどで、新たな収入の確保を図りま
す。

新規 9,400

6 ふるさと納税の取組強化
秘書広報課
政策課

返礼品の対象となる寄付金額の見直しを行うことで、まちづくり寄附の増加を目
指すほか、あらゆる広報媒体を活用したさぬき市のPR活動に取り組み、企業版ふ
るさと納税を含めた利用者、利用団体の増加による歳入の確保を図ります。

新規 250,000

7 出資金の返還 政策課
大川広域行政組合の造成するふるさと市町村圏振興基金について、組合議会の議
決による本市出資分の返還とその債券運用により歳入の確保を図ります。

新規 533,700

1,037,800

1 定員の適正化
秘書広報課
総務課

引き続き第３次さぬき市定員適正化計画に基づく定員管理を行うことに加え、庁
舎の再編に合わせた組織の最適化を図り、人件費の抑制を目指します。

継続 140,500

140,500

1 学校等施設の統廃合 学校再編対策室
学校再編計画に基づく学校の再編整備を進め、施設の維持管理経費の削減を図り
ます。
　神前・石田小学校の統合（H31）

継続 4,800

2 公立保育所等の再編
幼保連携推進室
教育総務課

学校再編計画に基づく幼稚園・保育所の再編整備を進めることで、施設の維持管
理経費の削減を図ります。
　津田・鶴羽幼稚園、津田中央・津田東部保育所の統合（H31）

継続 20,400

3 施設配置の適正化 政策課
公共施設総合管理計画に基づく、施設の長寿命化や整理統合等を行い、施設の適
量化を進めるとともに、施設管理経費の抑制を図ります。併せて、施設使用料の
見直しを進めます。

継続 55,200

4 庁舎の再編 政策課、管財課 分庁舎への部局及び支所の統合により、施設管理経費の抑制を図ります。 新規 42,400

5 スクールバスの運行見直
し

教育総務課
児童生徒数の状況に合わせてスクールバス配車の最適化を図ることで、経費の削
減を目指します。

新規 26,400

6 電気代の抑制 関係各課
新電力への契約切替による削減効果が見込まれる施設について、入札による電力
調達を推進するほか、デマンド監視装置を導入し、電気代の抑制を図ります。

新規 67,000

216,200

1 普通建設事業の見直し 関係各課
事業内容の精査により、規模縮小や段階的整備、着手時期の延伸など必要な見直
しを行います。特に、一定額の予算枠内で長期的に実施している事業は、その優
先性や投資効果、財源確保等について再点検を行い、事業費の抑制を図ります。

継続 165,000

165,000

1 合併処理浄化槽設置事業
補助金の見直し

下水道課
合併処理浄化槽設置事業補助金について、単独浄化槽撤去補助を含む甲種地区の
継ぎ足し補助及び乙種地区の補助金の見直しによる歳出の抑制を検討します。

新規 8,000

2 公共的団体等に対する補
助金の見直し

関係各課
事業の見直し等により、公共的団体等に対する補助金の削減を行うほか、各種補
助金の必要性等について検討を行って見直しを進めます。

新規 23,000

3 イベント補助金の見直し 商工観光課
市民による主体性あるイベントを育て、補助金への依存度を軽減させるため、観
光協会と補助金の配分について協議し、対象事業となるイベントの廃止も含め見
直しを図ります。

継続 29,500

4 定住関連補助事業の見直
し

政策課
制度開始から一定の期間が経過することから、総合戦略終期に合わせて実施に伴
う効果検証を行い、制度の見直しや廃止などを検討します。
（対象補助金：定住促進奨励金・結婚定住奨励金・三世代同居・近居支援金）

新規 21,000

5 住宅用太陽光発電システ
ム設置促進事業補助金の見
直し

生活環境課
制度開始から一定の期間が経過することから、実施に伴う効果検証を行い、廃止
を含めた見直しを行います。

新規 16,000

97,500

1 各種保険料の徴収強化
国保・健康課
介護保険課

現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付計画書に基づく計画的な支払
督促を促すほか、差押えなどにより、滞納繰越分の徴収強化を図ります。

継続 －

2 公共下水道等使用料の徴
収強化

下水道課
受益者負担の原則に基づき、現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付
計画書に基づく計画的な支払督促を促すほか、差押えなどにより、滞納繰越分の
徴収強化を図ります。

新規 －

3 特別会計への繰出金の抑
制

予算調整室
関係各課

特別会計への繰出金について、その運用を見直し、歳出の抑制を図ります。 新規 43,000

43,000

1,700,000

2,338,000【参考】本計画期間以降５年間の効果見込額

合　　計

４　取組内容
　(1) 取組項目一覧

③施設管理経費等の抑
制

小　　計

小　　計

小　　計

⑤補助金の見直し

小　　計

⑥特別会計等の経営健
全化による繰出金等の
削減

①歳入の確保

②人件費の削減

小　　計

小　　計

④投資的経費の抑制
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　(2) 具体的取組内容
　　①歳入の確保

№①-1 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目標（現年分） 99.0%

目標（滞繰分） 35.0%

№①-2 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目標（現年分）

保 育 料 99.6%

住 宅 使 用 料 97.5%

学 校 給 食 費 99.4%

目標（滞繰分）

保 育 料 35.0%

住 宅 使 用 料 15.0%

学 校 給 食 費 60.0%

№①-3 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 17,500 148,000 44,000 4,100 4,100

№①-4 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 3,000 6,000 6,000 6,000 6,000

利子及び配当金（H29当初予算額からの増額分）

取 組 事 項 中長期的な視点での基金の効率的な債券運用等により、利子収入の確保を図ります。

税外収入の徴収強化

取 組 事 項
税外収入について、現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付計画書に基づく計画的な
支払督促を促すほか、差押えなどにより、滞納繰越分の徴収強化を図ります。
（幼保連携推進室、都市計画課、学校教育課）

収納率

管財課・政策課・商工観光課・関係各課

未利用財産の活用

取 組 事 項
市有財産のうち、未利用地について、引き続き広報紙・ホームページにて情報提供を行い、貸付
け、売払い等を進めるほか、学校等跡地施設の利活用にも積極的に取り組み、収入の増加を目指
します。

貸付料・財産売払収入（単年ごとの試算／貸付の場合は、H29当初予算額からの増額分）

会計課

基金等の運用

関係各課

税務課

市税の徴収強化

取 組 事 項
納税の公平性と税収の確保を図るため、毎年9～12月の「県下一斉徴収強化月間」において、県内
自治体が協働で行う納税広報や催告、徴収技術研修等の取組を一層強化し、収納率の向上を目指
します。

収納率

(H28:98.81%)

(H28:31.64%)

(H28:99.53%)

(H28:97.49%)

(H28:99.39%)

(H28:30.41%)

(H28:12.27%)

(H28:56.21%)
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№①-5 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 1,000 2,100 2,100 2,100 2,100

№①-6 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

№①-7 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 533,700 － － － －

　　②人件費の削減
№②-1 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 7,500 6,000 39,000 88,000

　　③施設管理経費等の抑制
№③-1 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 1,200 1,200 1,200 1,200

維持管理費〔閉校施設-統合施設〕（H28決算額からの減額分）

取 組 事 項
引き続き第３次さぬき市定員適正化計画に基づく定員管理を行うことに加え、庁舎の再編に合わ
せた組織の最適化を図り、人件費の抑制を目指します。

収支見込調査における見直し前後の人件費減額分

学校再編対策室

学校等施設の統廃合

取 組 事 項
学校再編計画に基づく学校の再編整備を進め、施設の維持管理経費の削減を図ります。
　神前・石田小学校の統合（H31）
　※新施設は同等規模のさぬき南小学校の維持管理経費をベースに試算

定員の適正化

秘書広報課・政策課

ふるさと納税の取組強化

取 組 事 項
返礼品の対象となる寄付金額の見直しを行うことで、まちづくり寄附の増加を目指すほか、あら
ゆる広報媒体を活用したさぬき市のPR活動に取り組み、企業版ふるさと納税を含めた利用者、利
用団体の増加による歳入の確保を図ります。

寄附金（単年ごとの試算/H29当初予算額からの増額分）※必要経費は収支見込に反映

政策課・会計課

出資金の返還

取 組 事 項
大川広域行政組合の造成するふるさと市町村圏振興基金について、組合議会の議決による本市出
資分の返還とその債券運用により歳入の確保を図ります。

諸収入

秘書広報課・総務課

関係各課

新たな広告料収入の確保

取 組 事 項 ネーミングライツの導入施設を追加することなどで、新たな収入の確保を図ります。

広告料収入（単年ごとの試算/H30以降新規分を対象）
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№③-2 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 5,100 5,100 5,100 5,100

№③-3 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 300 700 16,700 17,800 19,700

№③-4 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 10,600 10,600 10,600 10,600

№③-5 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 6,600 6,600 6,600 6,600

№③-6 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400

教育総務課

スクールバスの運行見直し

取 組 事 項
児童生徒数の状況に合わせてスクールバス配車の最適化を図ることで、経費の削減を目指しま
す。

委託料（H29当初予算額からの減額分）

政策課・管財課

庁舎の再編

取 組 事 項
分庁舎への部局及び支所の統合により、施設管理経費の抑制を図ります。
　※新庁舎（分庁舎・旧石田小）は長尾支所・津田支所（教育委員会）の維持管理経費をベース
に試算

維持管理費〔廃止施設-新庁舎〕（H28決算額からの減額分）

取 組 事 項
公共施設総合管理計画に基づく、施設の長寿命化や整理統合等を行い、施設の適量化を進めると
ともに、施設管理経費の抑制を図ります。併せて、施設使用料の見直しを進めます。

廃止・休止施設の維持管理費（H28決算額からの減額分）

 施設配置の適正化

幼保連携推進室・教育総務課

公立保育所等の再編

取 組 事 項

学校再編計画に基づく幼稚園・保育所の再編整備を進めることで、施設の維持管理経費の削減を
図ります。
　津田・鶴羽幼稚園、津田中央・津田東部保育所の統合（H31）
　※新施設は同等規模の志度幼稚園・富田保育所の維持管理経費をベースに試算

維持管理費〔閉所・閉園施設-統合施設〕（H28決算額からの減額分）

政策課

関係各課

電気代の抑制

取 組 事 項
新電力への契約切替による削減効果が見込まれる施設について、入札による電力調達を推進する
ほか、デマンド監視装置を導入し、電気代の抑制を図ります。

電気代（H28決算額からの減額分）
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　　④投資的経費の抑制
№④-1 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標 ①

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 ① 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

　　⑤補助金の見直し
№⑤-1 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 0 2,000 2,000 2,000 2,000

№⑤-2 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 1,500 2,500 5,000 6,500 7,500

№⑤-3 所管課（室） 区 分 継続

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 3,500 6,500 6,500 6,500 6,500

№⑤-4 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － － 0 7,000 14,000

関係各課

普通建設事業の見直し

取 組 事 項

事業内容の精査により、規模縮小や段階的整備、着手時期の延伸など必要な見直しを行います。
特に、一定額の予算枠内で長期的に実施している事業は、その優先性や投資効果、財源確保等に
ついて再点検を行い、事業費の抑制を図ります。
　※収支見込調査における普通建設事業内容の見直し

収支見込調査における見直し前後の普通建設事業に要する一般財源減額分

政策課

定住関連補助事業の見直し

取 組 事 項
制度開始から一定の期間が経過することから、総合戦略終期に合わせて実施に伴う効果検証を行
い、制度の見直しや廃止などを検討します。
（対象補助金：定住促進奨励金・結婚定住奨励金・三世代同居・近居支援金）

補助金（H29当初予算額からの減額分）

商工観光課

補助金（H29予算額からの減額分）

観光イベント事業助成金の見直し

取 組 事 項
市民による主体性あるイベントを育て、補助金への依存度を軽減させるため、観光協会と補助金
の配分について協議し、対象事業となるイベントの廃止も含め見直しを図ります。

関係各課

公共的団体等に対する補助金の見直し

取 組 事 項
事業の見直し等により、公共的団体等に対する補助金の削減を行うほか、各種補助金の必要性等
について検討を行って見直しを進めます。

補助金（H29予算額からの減額分）

下水道課

合併処理浄化槽設置事業補助金の見直し

取 組 事 項
合併処理浄化槽設置事業補助金について、単独浄化槽撤去補助を含む甲種地区の継ぎ足し補助及
び乙種地区の補助金の見直しによる歳出の抑制を検討します。

補助金（H29予算額からの減額分）
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№⑤-5 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 － 4,000 4,000 4,000 4,000

　　⑥特別会計等の経営健全化による繰出金等の削減
№⑥-1 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目標（現年分）

後期高齢保険料 99.1%

介 護 保 険 料 90.0%

目標（滞繰分）

後期高齢保険料 60.0%

介 護 保 険 料 30.0%

№⑥-2 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目標（現年分）

公 共 下 水 道 99.1%

農業集落 排水 99.0%

漁業集落 排水 99.0%

目標（滞繰分）

公 共 下 水 道 45.0%

農業集落 排水 40.0%

漁業集落 排水 94.0%

№⑥-3 所管課（室） 区 分 新規

具体的取組内容

指 標

年 度 H30 H31 H32 H33 H34

目 標 額 10,000 8,000 8,000 8,000 9,000

取 組 事 項
現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付計画書に基づく計画的な支払督促を促すほ
か、差押えなどにより、滞納繰越分の徴収強化を図ります。

収納率（普通徴収分）

各種保険料の徴収強化

生活環境課

住宅用太陽光発電システム設置促進事業補助金の見直し

取 組 事 項
制度開始から一定の期間が経過することから、実施に伴う効果検証を行い、廃止を含めた見直し
を行います。

補助金（H29予算額からの減額分）

国保・健康課、介護保険課

下水道課

公共下水道等使用料の徴収強化

取 組 事 項
受益者負担の原則に基づき、現年分の徴収と併せて、債権管理室と連携し、納付計画書に基づく
計画的な支払督促を促すほか、差押えなどにより、滞納繰越分の徴収強化を図ります。

収納率

予算調整室・関係各課

特別会計への繰出金の抑制

取 組 事 項
各特別会計における繰越金の精査、簡易水道事業の水道事業への統合に伴う繰出金の見直し等の
取組により、特別会計への繰出金の抑制を図ります。

特別会計への繰出金

(H28:99.01%)

(H28:89.43%)

(H28:57.20%)

(H28:25.12%)

(H28:99.07%)

(H28:98.92%)

(H28:44.29%)

(H28:39.35%)

(H28:98.94%)

(H28:93.57%)
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５ 本計画を踏まえた財政収支見込み（普通会計） 

(1) 財政収支見込み作成における前提条件 

市 税

譲与 税及 び交 付金

地 方 交 付 税

そ の 他

分担 金負 担金 及び

使 用 料 手 数 料

国 県 支 出 金

市 債

そ の 他

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

補助費
病院・水道に対する繰出金は基礎調査表による。

その他の補助金・負担金等は、H29当初予算と概ね同額とする。

一組負担金

基礎調査表による。

（大川広域、東部清掃、三木長尾葬斎組合、東かがわ市ほか1市1町組合、後期高齢者療養給

付費、市町総合事務組合、しずかの里（三木町））

別途水道事業広域化に伴う繰出金をH32(2020)以降20,000千円/年加算する。

債務負担行為に基

づく償還金
各年度の見込額を計上する。（津田福祉会償還助成金）

繰 出 金

そ の 他

※根拠資料：財政収支見込調査（基礎調査表・普通建設事業等実施予定表）

※★印は財政収支見込み（本計画策定後）に反映

そ

の

他

普通建設事業等実施予定表計上分については、H29当初予算からの増減額を計上する。

別途統計調査（国勢調査）に係る物件費を計上する。

維持補修費はH29当初予算とし、上記を除く物件費はH29(2017)比▲3％とする。

★具体的取組内容に記載した削減内容を反映する。

補 助 費

基礎調査表による。

★具体的取組内容記載の削減内容を反映する。

H30(2018)以降、土地開発公社貸付金を▲98,617千円とする。（一部用地の買戻し）

その他はH29当初予算と同額とする。

義

務

的

経

費

基礎調査表による。

H32(2020)以降、会計年度任用職員の期末手当を計上する。

選挙及び統計調査に係る人件費を別途考慮する。

★具体的取組内容記載の削減内容を反映する。

基礎調査表による。

既借入分+市債に計上する借入見込額に対する償還金とする。

H30(2018)以降借入金額は普通建設事業等実施予定表による。

償還は元金均等方式（5～15年・据置なし・利率0.3％）で試算する。

★具体的取組内容記載の投資的経費の抑制に伴う市債の減額を反映する。

投 資 的 経 費

補助事業：普通建設事業等実施予定表による。

単独事業：普通建設事業等実施予定表計上分は、H29当初予算からの増減額を計上する。

その他：H29当初予算と同額とする。

★具体的取組内容記載の削減内容を反映する。

　歳　　　　　　出

　歳　　　　　　入

項　　　　　目 内　　　　　　　　　　容

一

般

財

源

基礎調査表による。

個人：人口減少による納税義務者数の減少を見込む。（H31(2019)税制改正は考慮しない。）

法人：H31(2019).10の消費税増税に伴う法人税割税率改正（12.1％→8.4％）を考慮する。

固定：過去10年間の調停額及び収納率より算出。家屋は評価替えを考慮する。

譲与税はH29当初予算と同額とする。

交付金は、H31(2019).10の消費税増税を想定し、H32(2020)以降はH31(2019)比＋10％とする。

H28決算額を基にし、「さぬき市人口ビジョン」に基づく人口及び高齢化率の推計、合併算定替終了による影響、

普通建設事業等実施予定表に基づく今後の起債予定額及びその他要因を考慮する。

繰入金は基金利子繰入金分のみとし、財政調整基金からの繰入れは見込まない。

★未利用財産の利活用は具体的取組内容記載の各年度見込額を計上する。

特

定

財

源

H29当初予算をベースとして、

老人福祉費関係：前年度比2％増とする。

児童福祉費負担金（使用料）、幼稚園使用料：前年度比＋0.5％とする。

住宅使用料：前年度比▲1％とする。

※使用料手数料は、H31(2019).10の消費税増税に併せた料金改定を想定し、全体で（上記項目については試算後

の額に）＋1％とする。

★まちづくり寄附をH29当初予算比＋50,000千円/年とする。

普通建設事業等実施予定表計上分は、H29当初予算からの増減額を計上する（選挙委託金含む）。

その他はH29当初予算と同額とする。

別途統計調査委託金を考慮する。

★具体的取組内容記載の投資的経費の抑制に伴う効果額を反映する。

普通建設事業等実施予定表による。

臨時財政対策債は毎年500,000～600,000千円を計上する。

★具体的取組内容記載の投資的経費の抑制に伴う効果額を反映する。

貸付元利収入（奨学金貸付金返還金）については各年度見込額を計上する。

その他はH29当初予算と同額とする。

★具体的取組内容記載の財産運用収入を計上する。



　(2) 財政収支見込み〔平成３０年度（２０１８年度）～平成３９年度（２０２７年度）〕 ※太線内は財政健全化計画期間

 　　①財政健全化策実施前 　 　②財政健全化策実施後

歳入 （単位：百万円） 歳入 （単位：百万円）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

H32
（2020）

H33
（2021）

H34
（2022）

小　計
（'18～'22）

H35
（2023）

H36
（2024）

H37
（2025）

H38
（2026）

H39
（2027）

小　計
（'23～'27）

合　計
（'18～'27）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

H32
（2020）

H33
（2021）

H34
（2022）

小　計
（'18～'22）

H35
（2023）

H36
（2024）

H37
（2025）

H38
（2026）

H39
（2027）

小　計
（'23～'27）

合　計
（'18～'27）

5,374 5,186 5,214 5,158 4,983 4,982 25,523 4,994 4,886 4,898 4,911 4,817 24,506 50,029 5,374 5,186 5,214 5,158 4,983 4,982 25,523 4,994 4,886 4,898 4,911 4,817 24,506 50,029

1,180 1,192 1,180 1,270 1,270 1,270 6,182 1,270 1,270 1,270 1,270 1,270 6,350 12,532 1,180 1,238 1,180 1,270 1,270 1,270 6,228 1,270 1,270 1,270 1,270 1,270 6,350 12,578

7,700 7,700 7,900 7,900 7,800 7,800 39,100 7,700 7,700 7,600 7,125 6,883 37,008 76,108 7,700 7,700 7,900 7,900 7,800 7,800 39,100 7,700 7,700 7,600 7,125 6,883 37,008 76,108

979 871 977 978 977 977 4,780 977 977 977 977 978 4,886 9,666 979 896 1,027 1,028 1,027 1,027 5,005 1,027 1,027 1,027 1,027 1,028 5,136 10,141

3,924 3,769 3,716 3,528 3,592 3,996 18,601 4,112 3,772 3,845 3,624 3,394 18,747 37,348 3,924 3,746 3,675 3,492 3,417 3,545 17,875 3,831 4,020 3,919 3,438 3,369 18,577 36,452

6,069 2,138 3,199 2,990 2,871 3,168 14,366 2,754 2,541 2,912 2,086 1,593 11,886 26,252 6,069 2,099 2,531 2,335 3,139 2,603 12,707 2,385 2,669 2,953 2,141 2,076 12,224 24,931

1,215 1,113 1,579 1,577 1,577 1,576 7,422 1,578 1,580 1,582 1,584 1,494 7,818 15,240 1,215 1,070 1,735 1,629 1,590 1,589 7,613 1,598 1,590 1,592 1,594 1,490 7,864 15,477

26,441 21,969 23,765 23,401 23,070 23,769 115,974 23,385 22,726 23,084 21,577 20,429 111,201 227,175 26,441 21,935 23,262 22,812 23,226 22,816 114,051 22,805 23,162 23,259 21,506 20,933 111,665 225,716

歳出 （単位：百万円） 歳出 （単位：百万円）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

H32
（2020）

H33
（2021）

H34
（2022）

小　計
（'18～'22）

H35
（2023）

H36
（2024）

H37
（2025）

H38
（2026）

H39
（2027）

小　計
（'23～'27）

合　計
（'18～'27）

H29
（2017）

H30
（2018）

H31
（2019）

H32
（2020）

H33
（2021）

H34
（2022）

小　計
（'18～'22）

H35
（2023）

H36
（2024）

H37
（2025）

H38
（2026）

H39
（2027）

小　計
（'23～'27）

合　計
（'18～'27）

10,355 10,868 10,733 10,839 10,951 10,979 54,370 10,968 10,740 10,612 10,465 10,045 52,830 107,200 10,355 10,868 10,714 10,776 10,809 10,807 53,974 10,763 10,510 10,389 10,245 9,794 51,701 105,675

人 件 費 3,454 3,650 3,551 3,565 3,504 3,497 17,767 3,466 3,443 3,465 3,470 3,452 17,296 35,063 人 件 費 3,454 3,650 3,543 3,559 3,465 3,409 17,626 3,376 3,353 3,375 3,380 3,362 16,846 34,472

扶 助 費 3,648 3,832 3,682 3,698 3,717 3,725 18,654 3,741 3,755 3,766 3,775 3,796 18,833 37,487 扶 助 費 3,648 3,832 3,682 3,698 3,717 3,725 18,654 3,741 3,755 3,766 3,775 3,796 18,833 37,487

公 債 費 3,253 3,386 3,500 3,576 3,730 3,757 17,949 3,761 3,542 3,381 3,220 2,797 16,701 34,650 公 債 費 3,253 3,386 3,489 3,519 3,627 3,673 17,694 3,646 3,402 3,248 3,090 2,636 16,022 33,716

6,053 2,649 3,684 3,232 2,840 3,704 16,109 3,522 2,779 3,505 2,058 1,222 13,086 29,195 6,053 2,542 2,843 2,255 3,123 2,587 13,350 2,735 3,167 3,453 1,836 1,679 12,870 26,220

補 助 事 業 2,101 602 728 502 999 1,517 4,348 2,132 1,489 1,807 971 222 6,621 10,969 補 助 事 業 2,101 559 620 362 345 407 2,293 1,356 1,936 1,767 249 179 5,487 7,780

単 独 事 業 3,952 2,047 2,956 2,730 1,841 2,187 11,761 1,390 1,290 1,698 1,087 1,000 6,465 18,226 単 独 事 業 3,952 1,983 2,223 1,893 2,778 2,180 11,057 1,379 1,231 1,686 1,587 1,500 7,383 18,440

11,510 10,871 11,223 11,142 11,176 11,307 55,719 11,312 11,088 11,009 10,937 10,919 55,265 110,984 11,510 10,750 11,152 11,072 11,079 11,198 55,251 11,203 10,984 10,905 10,831 10,813 54,736 109,987

物 件 費 等 3,195 3,177 3,176 3,046 3,019 3,150 15,568 3,185 3,060 3,032 3,032 3,046 15,355 30,923 物 件 費 等 3,195 3,164 3,119 2,993 2,967 3,094 15,337 3,128 3,006 2,980 2,979 2,993 15,086 30,423

補 助 費 等 4,405 3,821 4,151 4,208 4,310 4,319 20,809 4,320 4,306 4,306 4,245 4,244 21,421 42,230 補 助 費 等 4,405 3,713 4,139 4,193 4,267 4,268 20,580 4,270 4,258 4,256 4,194 4,193 21,171 41,751

投 資 及び 出資
金

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
投 資 及び 出資

金
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

繰 出 金 2,960 2,983 3,036 3,028 2,987 2,978 15,012 2,947 2,862 2,811 2,800 2,769 14,189 29,201 繰 出 金 2,960 2,983 3,034 3,026 2,985 2,976 15,004 2,945 2,860 2,809 2,798 2,767 14,179 29,183

そ の 他 950 890 860 860 860 860 4,330 860 860 860 860 860 4,300 8,630 そ の 他 950 890 860 860 860 860 4,330 860 860 860 860 860 4,300 8,630

27,918 24,388 25,640 25,213 24,967 25,990 126,198 25,802 24,607 25,126 23,460 22,186 121,181 247,379 27,918 24,160 24,709 24,103 25,011 24,592 122,575 24,701 24,661 24,747 22,912 22,286 119,307 241,882

▲ 1,477 ▲ 2,419 ▲ 1,875 ▲ 1,812 ▲ 1,897 ▲ 2,221 ▲ 10,224 ▲ 2,417 ▲ 1,881 ▲ 2,042 ▲ 1,883 ▲ 1,757 ▲ 9,980 ▲ 20,204 ▲ 1,477 ▲ 2,225 ▲ 1,447 ▲ 1,291 ▲ 1,785 ▲ 1,776 ▲ 8,524 ▲ 1,896 ▲ 1,499 ▲ 1,488 ▲ 1,406 ▲ 1,353 ▲ 7,642 ▲ 16,166

0 0 0 0 0 0 0 0 ▲ 73 ▲ 1,542 ▲ 1,299 ▲ 1,757 ▲ 4,671 ▲ 4,671 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1,140 1,894 642 611 697 1,022 4,866 1,217 570 1,787 6,653 1,140 1,700 214 90 585 44 2,633 696 487 762 822 1,353 4,120 6,753

337 525 1,233 1,201 1,200 1,199 5,358 1,200 1,238 500 584 3,522 8,880 337 525 1,233 1,201 1,200 1,732 5,891 1,200 1,012 726 584 3,522 9,413

1,477 2,419 1,875 1,812 1,897 2,221 10,224 2,417 1,808 500 584 5,309 15,533 1,477 2,225 1,447 1,291 1,785 1,776 8,524 1,896 1,499 1,488 1,406 1,353 7,642 16,166

6,653 4,759 4,117 3,506 2,809 1,787 - 570 0 0 0 0 - - 6,653 4,953 4,739 4,649 4,064 4,020 - 3,424 2,937 2,175 1,353 0 - -

8,880 8,355 7,122 5,921 4,721 3,522 - 2,322 1,084 584 0 0 - - 8,880 8,355 7,655 6,454 5,254 3,522 - 2,322 1,310 584 0 0 - -

26,796 25,380 25,085 24,534 23,738 23,301 - 22,457 21,616 21,324 20,410 19,436 - - 26,796 25,494 24,645 23,556 23,148 22,147 - 20,952 20,261 20,001 19,081 18,544 - -

13.1 14.5 15.7 16.6 17.6 18.9 － 20.4 21.2 21.7 22.2 22.2 － － 13.1 14.5 15.7 16.5 17.2 18.3 － 19.6 20.2 20.6 21.0 21.0 － －

特 定 目 的 基 金
取 崩 額

特 定 目 的 基 金
取 崩 額

特 定 目 的 基 金
残 高

特 定 目 的 基 金
残 高

実 質 公 債 費 比 率 実 質 公 債 費 比 率

市 債 残 高 市 債 残 高

基 金 取 崩 計 基 金 取 崩 計

財 政 調 整 基 金
残 高

財 政 調 整 基 金
残 高

収 支 差 引
（ 基 金 充 当 後 ）

収 支 差 引
（ 基 金 充 当 後 ）

財 政 調 整 基 金
取 崩 額

財 政 調 整 基 金
取 崩 額

そ の 他 の 経 費 そ の 他 の 経 費

合　　　　計 合　　　　計

収 支 差 引 収 支 差 引

項　　　　目 項　　　　目

義 務 的 経 費 義 務 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費 普 通 建 設 事 業 費

市 債 市 債

そ の 他 そ の 他

合　　　　計 合　　　　計

地 方 交 付 税 地 方 交 付 税

分担金負担金及び
使 用 料 手 数 料

分担金負担金及び
使 用 料 手 数 料

国 県 支 出 金 国 県 支 出 金

項　　　　目 項　　　　目

市 税 市 税

譲与税及び交付金 譲与税及び交付金
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おわりに 

 今回の財政健全化策に基づく取組の実施により、計画期間を通じて１７億円の財

政効果が生じ、平成３４年度（２０２２年度）末の財政調整基金残高は約４０億円

となる見込みとなったほか、当該取組の継続により、向こう１０年間において約４

０億円の効果額が見込まれ、財政調整基金と特定目的基金の全てを充当すれば、当

該期間内は何とか収支の均衡を保つことができる見通しとなりました。 

一方で、平成３９年度（２０２７年度）以降において生じる財源不足については、

これを補うための基金等の財源の目途は立っておらず、近い将来には極めて厳しい

財政運営を強いられることが改めて明らかになりました。 

こうした財政環境の中においても、将来にわたって可能な限り安定的な財政運営

を進めていくためには、本計画に定めた取組項目を着実に実施していくとともに、

ＰＤＣＡサイクルに基づく進捗管理を行うことで、刻々と変化する社会情勢に応じ

た取組項目の見直しや追加を行うなど、財政健全化に向けた取組を加速していくこ

とが必要です。 

また、本市財政に大きな影響を与える要素の一つとして、市の最重要課題である

“人口減少対策”が挙げられます。本計画を上回る財政健全化が求められる中にお

いて、当該課題解決に向けて策定した「さぬき市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

に基づく取組を効果的に実施し、本市産業及び地域活力の底上げを図りながら、人

口減少に歯止めをかけることが、今後ますます重要となります。 

本市の財政健全化は本計画のみによってなし得るものではありません。市の将来

像である「自然豊かで人いきいき 笑顔あふれて快適にみんなで暮らす ふるさと

さぬき」を実現するためにも、各種計画に掲げる取組を有機的に連携させ、今後直

面する種々の課題を克服していく中で、これまで以上に効率的で持続可能な財政基

盤の構築を目指していく必要があります。 

 


